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１．国及び水資源機構が実施している５６のダム事業のうち、既存

施設の機能向上を行っている８事業を除く４８事業については、

今後、平成２１年度内に、①用地買収、②生活再建工事、③転流

工工事、④本体工事の各段階に新たに入らないこととし、新たな

段階に入ることとなる工事の契約や用地の買収などは行わないこ

ととする。 

 

２．道府県が実施している８７のダム事業の平成２１年度における

事業の進め方（工事の発注を含む）については、各道府県知事の

ご判断を尊重する。 

 

なお、平成２２年度における１３６（注）の個別のダム事業の進

め方に関する基本的な方針については、政府予算案の提出時まで

に明らかにすることとしている。 

 

（注）平成 21 年度の１４３事業から、平成 21 年度完成の６事業と中止の１事

業の合計７事業を除いたもの 
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